
独立行政法人港湾空港技術研究所の役職員の報酬・給与等について

Ⅰ 役員報酬等について

① 役員の報酬等の支給状況

平成１６年度年間報酬等の総額

報酬（給与） 賞与 就任 退任
千円 千円 千円 千円

18,571 11,892 5,134
356
1189

（通勤手当）

(都市手当)
千円 千円 千円 千円

15,601 10,116 4,368
106
1011

（通勤手当）

(都市手当)

17.3.31
(1人)

千円 千円 千円 千円

14,893 9,396 4,057
500
940

（通勤手当）

(都市手当)

17.3.31
(1人)

千円 千円 千円 千円

3,200 3,200 0 0 （　　　　）

② 役員の退職手当の支給状況（平成１６年度中の退職者の状況）

区分 支給額（総額） 退職年月日 業績勘案率

千円 年 月

千円 年 月

9795
4 0

H17.3.31 1.0

千円 年 月

3441
2 0

H17.3.31 1.0

千円 年 月

監事

監事
（非常勤）

監事
（非常勤）

（　　１人）

理事長

注：「都市手当」とは、民間における賃金、物価及び生計費が特に高い地域に在勤する役員に支給されているもので
ある。

理事

その他（内容）

法人での在職期間

理事長

理事
（　　１人）

役名

監事
（　　１人）

就任・退任の状況

摘　要

該当者なし

平成１６年１月からの
分は暫定率1.0で支給

平成１６年１月からの
分は暫定率1.0で支給

該当者なし

1



Ⅱ 職員給与について

① 職種別支給状況

うち通勤手当
人 歳 千円 千円 千円 千円

78 39.3 7,742 5,699 123 2,043
人 歳 千円 千円 千円 千円

15 39.6 6,358 4,621 135 1,737
人 歳 千円 千円 千円 千円

63 39.2 8,071 5,955 120 2,116

人 歳 千円 千円 千円 千円

該当者なし

人 歳 千円 千円 千円 千円

5 30.7 5,881 4,590 120 1,291
人 歳 千円 千円 千円 千円

該当者なし
人 歳 千円 千円 千円 千円

5 30.7 5,881 4,590 120 1,291

人 歳 千円 千円 千円 千円

該当者なし
人 歳 千円 千円 千円 千円

人 歳 千円 千円 千円 千円

人 歳 千円 千円 千円 千円

該当者なし
人 歳 千円 千円 千円 千円

人 歳 千円 千円 千円 千円

注：常勤職員については、在外勤務職員、任期付職員、再任用職員を除く。

　研究職種

常勤職員

　事務・技術

在外職員

任期付職員

　研究職種

区分 人員 平均年齢
総額

うち
賞与

平成１６年度の年間給与額（平均）
うち

所定内

　事務・技術

　研究職種

非常勤職員

　事務・技術

　研究職種

　事務・技術

再任用職員
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② 年間給与の分布状況（事務・技術職員／研究職員）

（事務・技術職員）

四分位 四分位

第１分位 第３分位
人 歳 千円 千円 千円

1 57.5 - -

0 - - -

3 48.5 - 7,752 -

7 36.2 5,015 5,538 6,330

2 41.0 - -

2 27.5 - -

平均平均年齢人員

課長補佐

係長

係員

注：課長、課長補佐、係長及び主任は該当者が２名のため、当該個人に関する情報が特定されるおそれのあること
から、年間給与の平均額については記載していない。

 部長

注：年齢20～23歳、24～27歳、28～31歳、36～39歳、40～43歳、48～51歳、52～55歳、56～59歳の該当者は2名以
下のため、当該個人に関する情報が特定されるおそれのあることから、年間給与については表示していない。

分布状況を示すｸﾞﾙｰﾌﾟ

　課長

主任

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

２０－２３
歳

２４－２７
歳

２８－３１
歳

３２－３５
歳

３６－３９
歳

４０－４３
歳

４４－４７
歳

４８－５１
歳

５２－５５
歳

５６－５９
歳

0

50

100

150

200

人数

第３四分位

国の平均給与額

第１四分位

年間給与の分布状況（事務・技術職
員）

人
千円
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（研究職員）

四分位 四分位

第１分位 第３分位
人 歳 千円 千円 千円

3 52.5 - 12,787 -

21 44.5 8,793 10,231 11,264

23 39.8 7,073 7,829 8,543

16 28.9 3,524 4,228 4,748

分布状況を示すｸﾞﾙｰﾌﾟ

研究部長

主任研究官

人員 平均平均年齢

研究員

研究室長

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

２０－２３
歳

２４－２７
歳

２８－３１
歳

３２－３５
歳

３６－３９
歳

４０－４３
歳

４４－４７
歳

４８－５１
歳

５２－５５
歳

５６－５９
歳

0

50

100

150

200

人数

平均給与額

第３四分位

国の平均給与額

第１四分位

年間給与の分布状況（研究職員） 人
千円
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③ 職級別在職状況等（平成１７年４月１日現在）（事務・技術職員）

区分 計 １級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級

標準的 主任 係長
な職位 係員 係員 係員 係長 係長 課長補佐

人 人 人 人 人 人 人

15 1 1 7 5
（割合） (6.7%） (6.7%） (46.7%） (33.3%）

歳 歳 歳 歳 歳 歳

30～44　　 38～54　　

千円 千円 千円 千円 千円 千円

3,424 ～

4,568

4,577 ～

5,895
千円 千円 千円 千円 千円 千円

4,665　～

6,307

6,330　～

8,264

区分 計 ７級 ８級 ９級 １０級 １１級

標準的
な職位 課長補佐 課長 課長 部長 部長

人 人 人 人 人 人

該当者なし 1 該当者なし

（割合） (6.7%）
歳 歳 歳 歳 歳

千円 千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円 千円

③ 職級別在職状況等（平成１７年４月１日現在）（研究職員）

区分 計 １級 ２級 ３級 ４級 ５級

標準的 室長 研究部長
な職位 研究員 研究官 主任研究官 主任研究官 室長

人 人 人 人 人 人

63 9 7 15 12 20
（割合） （14.3%） （11.1%） （23.8%） （19.0%） （31.7%）

歳 歳 歳 歳 歳

21 ～ 29 26 ～ 44 32 ～ 51 36 ～ 55 40 ～ 54

千円 千円 千円 千円 千円

1,983   ～

2,901

3,231  ～

4,526

4,790  ～

6,522

5,598  ～

7,131

6,370 　～

9,905
千円 千円 千円 千円 千円

2,607   ～

3,999

4,401  ～

6,261

6,630  ～

8,869

7,620  ～

9,720

8,624  ～

13,971

該当者なし

注：１級～３級、５級及び７級～１１級における該当者が２名以下のため、当該個人に関する情報が特定されるおそれ
のあることから、「年齢（最高～最低）」以下の事項について記載していない。

所定内給
与年額(最
高～最低)

該当者なし

年齢（最高
～最低）

該当者なし

所定内給
与年額(最
高～最低)

所定内給
与年額(最
高～最低)

年間給与
額(最高～

最低)

該当者なし

年間給与
額(最高～

最低)

年齢（最高
～最低）

人員

年間給与
額(最高～

最低)

人員

年齢（最高
～最低）

人員
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④ 賞与（１６年度）における査定部分の比率（事務・技術職員）

夏季（６月） 冬季（１２月） 計
％ ％ ％

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均）

％ ％ ％

（最高～最低）

％ ％ ％

65.7 69.9 67.9

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 34.3 30.1 32.1

％ ％ ％

（最高～最低） （31.6～36.4） （28.8～33.3） （30.1～33.3）

④ 賞与（１６年度）における査定部分の比率（研究職員）

夏季（６月） 冬季（１２月） 計
％ ％ ％

66.4 67.8 67.1

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 33.6 32.2 32.9

％ ％ ％

（最高～最低） （31.9～42.2） （29.1～38.5） （30.4～40.3）

％ ％ ％

66.5 69.5 68.1

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 33.5 30.5 31.9

％ ％ ％

（最高～最低） （27.2～36.4） （28.8～33.3） （28.7～33.3）

(事務・技術職員）

　　対国家公務員（行政職（一）） 102.1
　　対他法人 95.1

（研究職員）

　　対国家公務員（研究職） 106.7
　　対他法人 102.7

Ⅲ　総人件費について

当年度 前年度

千円 千円 千円 （％） 千円 （％）

千円 千円 千円 （％） 千円 （％）

千円 千円 千円 （％） 千円 （％）

（△2.47）

40,044

中期目標期間開始時
からの増△減

比較増△減

8.28

7.99

△30,221

1,359,664 1,259,083 100,581

1,102,129

926,685 886,641

管理
職員

一律支給分（期末相当）

区分

管理
職員

一律支給分（期末相当）

一般
職員

一律支給分（期末相当）

区分

最広義人件費

区　　分

給与、報酬等支給総額
(A)

注：「対他法人」は、すべての独立行政法人を一つの法人とみなした場合の給与水準との比較

4.52

25,370 1.9

91,322

人件費
（(A)＋退職手当繰入＋法
定福利厚生費）

一般
職員

一律支給分（期末相当）

⑤ 職員と国家公務員の給与水準（年額）の比較指標（事務・技術職員／研究職員。ただし、在外勤務職員、
任期付職員及び再任用職員を除く。）

△10,130 （△1.08）

1,193,451

注：事務・技術職員における管理職員は１名のため、当該個人に関する情報が特定されるおそれのある
ことから記載していない。
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Ⅳ 報酬・給与の考え方、改定について
１　平成１６年度における役員報酬・職員給与の改定の概要

改定の
有無

改定率
（平均）

有
有
無
有

2 役員報酬
① 平成16年度における役員報酬についての業績反映のさせ方

② 役員報酬水準の改定内容
理事長 通勤手当の６箇月定期による支給　　　　　　　

都市手当（調整手当）の異動保障の短縮

理事 通勤手当の６箇月定期による支給　　　　　　　

都市手当（調整手当）の異動保障の短縮

理事（非常勤） 該当者なし

監事 通勤手当の６箇月定期による支給　　　　　　　

都市手当（調整手当）の異動保障の短縮

監事（非常勤） 改正なし

 ３ 職員給与

② 職員給与決定の基本方針
ア 給与水準の決定に際しての考慮事項とその考え方

イ 職員の発揮した能率又は職員の勤務成績の給与への反映方法についての考え方

〔能率、勤務成績が反映される給与の内容〕

ウ 平成１６年度における給与制度の主な改正点

Ⅴ 法人が必要と認める事項
特になし

特別昇給

俸給

特に困難、精神的・身体的に苦労の多い、特許取
得等社会的評価の高い成果を挙げた者

文部科学大臣表彰を受けた者、土木学会の論文賞受賞
等博士号を取得した者

昇格基準に達した者のうち、昇格勤務成績が良好な職員

１２月を下らない期間を良好で勤務した職員（普通昇給）

賞与：勤勉手当
（査定分）

制度の内容給与種目

① 人件費管理の基本方針

役員報酬は、国家公務員の給与及び民間企業の役員報酬の水準を考
慮するとともに、独立行政法人評価委員会における業績評価の結果を
勘案することとしている。

業務の効率化、可能な限りの外部委託の促進を行い、人件費の抑制を
図り、中期計画の目標である一般管理費（人件費、光熱費）の抑制を
図るとともに、適正な管理を心がけることとしている。

区　　分 本俸の主な改定内容 手当の主な改定内容

　理事長 無

　職　　　員 無

通勤手当の６箇月定
期による支給
都市手当（調整手当）
の異動保障期間の短

国家公務員給与及び社会情勢等を考慮し、通勤手当額については、交通機関等
の６箇月を超えない範囲内での運賃相当額とし、都市手当については、異動保障を
３年から２年に短縮し２年目は支給割合を100分の80とした。

　役　員（常勤） 無
　役　員（非常勤） 無

国家公務員の給与及び民間企業の水準を考慮するとともに業務実績
を十分に反映し超過勤務の抑制、手当等の適正な管理を努める。

昇格・昇給の実施及び勤勉手当の支給に際して、従前から反映してい
るところであるが、より一層その趣旨を反映したものとなるような人事・給
与制度とすることを考えている。
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